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１ 評価の対象とした政策

平成１７年度に新規地区採択を要求している次の事業地区を対象として実施した。

区 分 事 業 名 評 価 実
施地区数

国有林直轄治山事業 １８４

直 轄 事 業 森林環境保全整備事業 ３７

森林居住環境整備事業 １

小計 ２２２

水 源 林 造 成 事 業 ６
緑資源機構事業

緑資源幹線林道事業 ２

小計 ８

民有林補助治山事業 ２，０３４

森林環境保全整備事業 ３７４
補助事業

森林居住環境整備事業 ３０

農林漁業用揮発油税財源身替林道整備事業 １１

小計 ２，４４９

合計 ２，６７９

２ 評価を担当した部局及びこれを実施した期間

１ 評価担当部局

① 直轄事業については、各森林管理局において実施した （直轄事業評価担当部局一覧表。

）別添１

② 緑資源機構事業と補助事業については、事業実施主体が収集・把握したデータ等をもと

に、水源林造成事業、緑資源幹線林道事業、森林環境保全整備事業、森林居住環境整備事

業及び農林漁業用揮発油税財源身替林道整備事業は林野庁森林整備部整備課において、民

有林補助治山事業は林野庁森林整備部治山課において実施した。

２ 評価実施期間

平成１７年１月から平成１７年３月

３ 評価の観点

、 、 、 。本評価においては 必要性 効率性 有効性の観点等から総合的かつ客観的に評価を行った

、 （ ） 。各事業地区毎の評価の観点は チェックリスト及び判定基準 に示すとおりである別添３



４ 政策効果の把握の手法及びその結果

政策効果については、事業採択の適正な実施に資する観点から、費用対効果分析、チェック

リストにより総合的に把握した。

結果については、地区別評価結果（ ）に示すとおりである。別添２

５ 学識経験を有する者の意見の活用に関する事項

農林水産省政策評価会林野庁専門部会において、評価の手法について専門的見地からの意見

を聴取し、客観性及び透明性の確保を図った。

同専門部会での意見の概要は以下のとおりであった。

、 、 、① 林野公共事業の新規採択の方法について 費用対効果分析の方法 チェックリストの項目

これらにより、事業の必要性、効率性、有効性の観点から総合的に評価を行い、採択するこ

とは妥当である。

② 効果的な事業を実施するためには、地元住民の理解を得ることが重要であり、そのことを

評価に反映させることが重要である。

委員構成は、第三者委員会名簿（ ）のとおりである。別添４

６ 評価を行う過程において使用した資料その他の情報に関する事項

評価実施地区毎にチェックリストを作成し、インターネット等で公表することとしている。

（問合せ先一覧表 ）別添５

農林水産省政策評価会林野庁専門部会における資料、議事録については林野庁において、直

轄事業についての評価に用いたデータ等については各森林管理局においてインターネット等で

公表することとしている。

緑資源機構事業についての評価に用いたデータ等については、農林水産省情報公開窓口にお

いて縦覧することとしている。

７ 評価の結果

評価の対象とした全ての事業地区において、事業の必要性、効率性、有効性が認められると

の結果であった。

各事業地区毎の評価結果は、地区別評価結果（ ）のとおりである。別添２



２　緑資源機構事業

（１）水源林造成事業 森林整備部　整備課

実施地区

１ ２ ３ ４ ５ ６ ① ② ① ② ③ ④ ⑤

1 東北北海道整備局 寿都郡黒松内町　外 緑資源機構 6,163,152 2,168,129 2.84 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2 関東整備局 福島市飯坂町茂庭　外 緑資源機構 5,935,135 1,561,225 3.80 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

3 中部整備局 南砺市上百瀬　外 緑資源機構 7,050,084 2,186,039 3.23 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

4 近畿北陸整備局 珠洲市若山町広栗　外 緑資源機構 8,603,720 2,504,493 3.44 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

5 中国四国整備局 日野郡日南町豊栄　外 緑資源機構 13,947,834 3,694,157 3.78 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

6 九州整備局 築上郡大平村西友枝　外 緑資源機構 9,559,825 1,927,537 4.96 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ －

整理番号
２　事業内容や実施
体制等に関する事項

事業実施主体
総便益
（千円）
Ｂ

総費用
（千円）
Ｃ

１事業で達成する
目標に関する事項事業実施地区名

平成１７年度新規採択に係る事前評価実施地区一覧

分析結果
Ｂ／Ｃ

Ⅰ　必須事項

Ⅱ　優先配慮事項



事前評価個表

整理
番号 １

事 業 名 水源林造成事業 事業計画期間 Ｈ１７～（最長おおむね８０年間）

事業実施地区名 東北北海道整備局 事業実施主体 独立行政法人緑資源機構

民間による造林が困難な奥地水源地帯において水源をかん養するため、独立
行政法人緑資源機構が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林
の造成を行う。
具体的には、水源かん養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗

事業の概要・目的 悪林相地等において、独立行政法人緑資源機構が費用負担者となって造林地所
有者、造林者と分収造林契約を締結し、費用の負担と事業実行に関する技術指
導を行い水源林を造成する。

契約件数47件、植栽面積854ha

費用対効果分析
総費用（Ｃ） ２，１６８，１２９ 千円

総便益（Ｂ）水源かん養便益 ３，３９８，２７８ 千円

山地保全便益 １，１５３，９０２ 千円

環境保全便益 １，４６４，４２３ 千円

木材生産便益 １４６，５４９ 千円

計 ６，１６３，１５２ 千円

分析結果 （Ｂ／Ｃ） ２．８４

評価結果 ・必要性：水源かん養保安林等のうち無立木地、散生地、粗悪林相地等が対象
で、早急に森林を造成する必要があり、事業の必要性は認められる。

・効率性：投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性は認め
られる。

・有効性：水土保全機能の十分な発揮のための適切な施業方法等が計画されて
おり、事業の有効性は認められる。



事前評価個表

整理
番号 ２

事 業 名 水源林造成事業 事業計画期間 Ｈ１７～（最長おおむね８０年間）

事業実施地区名 関東整備局 事業実施主体 独立行政法人緑資源機構

民間による造林が困難な奥地水源地帯において水源をかん養するため、独立
行政法人緑資源機構が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林
の造成を行う。
具体的には、水源かん養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗

事業の概要・目的 悪林相地等において、独立行政法人緑資源機構が費用負担者となって造林地所
有者、造林者と分収造林契約を締結し、費用の負担と事業実行に関する技術指
導を行い水源林を造成する。

契約件数61件、植栽面積551ha

費用対効果分析
総費用（Ｃ） １，５６１，２２５ 千円

総便益（Ｂ）水源かん養便益 ３，９３８，５２９ 千円

山地保全便益 ８８４，４８１ 千円

環境保全便益 ９３４，６２２ 千円

木材生産便益 １７７，５０３ 千円

計 ５，９３５，１３５ 千円

分析結果 （Ｂ／Ｃ） ３．８０

評価結果 ・必要性：水源かん養保安林等のうち無立木地、散生地、粗悪林相地等が対象
で、早急に森林を造成する必要があり、事業の必要性は認められる。

・効率性：投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性は認め
られる。

・有効性：水土保全機能の十分な発揮のための適切な施業方法等が計画されて
おり、事業の有効性は認められる。



事前評価個表

整理
番号 ３

事 業 名 水源林造成事業 事業計画期間 Ｈ１７～（最長おおむね８０年間）

事業実施地区名 中部整備局 事業実施主体 独立行政法人緑資源機構

民間による造林が困難な奥地水源地帯において水源をかん養するため、独立
行政法人緑資源機構が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林
の造成を行う。
具体的には、水源かん養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗

事業の概要・目的 悪林相地等において、独立行政法人緑資源機構が費用負担者となって造林地所
有者、造林者と分収造林契約を締結し、費用の負担と事業実行に関する技術指
導を行い水源林を造成する。

契約件数42件、植栽面積655ha

費用対効果分析
総費用（Ｃ） ２，１８６，０３９ 千円

総便益（Ｂ）水源かん養便益 ４，８７９，３３５ 千円

山地保全便益 １，０３１，７９１ 千円

環境保全便益 ９６０，０７３ 千円

木材生産便益 １７８，８８５ 千円

計 ７，０５０，０８４ 千円

分析結果 （Ｂ／Ｃ） ３．２３

評価結果 ・必要性：水源かん養保安林等のうち無立木地、散生地、粗悪林相地等が対象
で、早急に森林を造成する必要があり、事業の必要性は認められる。

・効率性：投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性は認め
られる。

・有効性：水土保全機能の十分な発揮のための適切な施業方法等が計画されて
おり、事業の有効性は認められる。



事前評価個表

整理
番号 ４

事 業 名 水源林造成事業 事業計画期間 Ｈ１７～（最長おおむね８０年間）

事業実施地区名 近畿北陸整備局 事業実施主体 独立行政法人緑資源機構

民間による造林が困難な奥地水源地帯において水源をかん養するため、独立
行政法人緑資源機構が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林
の造成を行う。
具体的には、水源かん養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗

事業の概要・目的 悪林相地等において、独立行政法人緑資源機構が費用負担者となって造林地所
有者、造林者と分収造林契約を締結し、費用の負担と事業実行に関する技術指
導を行い水源林を造成する。

契約件数61件、植栽面積839ha

費用対効果分析
総費用（Ｃ） ２，５０４，４９３ 千円

総便益（Ｂ）水源かん養便益 ５，８６１，１８９ 千円

山地保全便益 １，２１０，１２１ 千円

環境保全便益 １，３１２，８２１ 千円

木材生産便益 ２１９，５８９ 千円

計 ８，６０３，７２０ 千円

分析結果 （Ｂ／Ｃ） ３．４４

評価結果 ・必要性：水源かん養保安林等のうち無立木地、散生地、粗悪林相地等が対象
で、早急に森林を造成する必要があり、事業の必要性は認められる。

・効率性：投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性は認め
られる。

・有効性：水土保全機能の十分な発揮のための適切な施業方法等が計画されて
おり、事業の有効性は認められる。



事前評価個表

整理
番号 ５

事 業 名 水源林造成事業 事業計画期間 Ｈ１７～（最長おおむね８０年間）

事業実施地区名 中国四国整備局 事業実施主体 独立行政法人緑資源機構

民間による造林が困難な奥地水源地帯において水源をかん養するため、独立
行政法人緑資源機構が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林
の造成を行う。
具体的には、水源かん養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗

事業の概要・目的 悪林相地等において、独立行政法人緑資源機構が費用負担者となって造林地所
有者、造林者と分収造林契約を締結し、費用の負担と事業実行に関する技術指
導を行い水源林を造成する。

契約件数114件、植栽面積1,375ha

費用対効果分析
総費用（Ｃ） ３，６９４，１５７ 千円

総便益（Ｂ）水源かん養便益 ９，３０６，００４ 千円

山地保全便益 １，９２４，７２８ 千円

環境保全便益 ２，２６６，５９９ 千円

木材生産便益 ４５０，５０３ 千円

計 １３，９４７，８３４ 千円

分析結果 （Ｂ／Ｃ） ３．７８

評価結果 ・必要性：水源かん養保安林等のうち無立木地、散生地、粗悪林相地等が対象
で、早急に森林を造成する必要があり、事業の必要性は認められる。

・効率性：投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性は認め
られる。

・有効性：水土保全機能の十分な発揮のための適切な施業方法等が計画されて
おり、事業の有効性は認められる。



事前評価個表

整理
番号 ６

事 業 名 水源林造成事業 事業計画期間 Ｈ１７～（最長おおむね８０年間）

事業実施地区名 九州整備局 事業実施主体 独立行政法人緑資源機構

民間による造林が困難な奥地水源地帯において水源をかん養するため、独立
行政法人緑資源機構が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林
の造成を行う。
具体的には、水源かん養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗

事業の概要・目的 悪林相地等において、独立行政法人緑資源機構が費用負担者となって造林地所
有者、造林者と分収造林契約を締結し、費用の負担と事業実行に関する技術指
導を行い水源林を造成する。

契約件数60件、植栽面積773ha

費用対効果分析
総費用（Ｃ） １，９２７，５３７ 千円

総便益（Ｂ）水源かん養便益 ６，８６７，９８７ 千円

山地保全便益 １，０８０，１９７ 千円

環境保全便益 １，３９８，３０５ 千円

木材生産便益 ２１３，３３６ 千円

計 ９，５５９，８２５ 千円

分析結果 （Ｂ／Ｃ） ４．９６

評価結果 ・必要性：水源かん養保安林等のうち無立木地、散生地、粗悪林相地等が対象
で、早急に森林を造成する必要があり、事業の必要性は認められる。

・効率性：投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性は認め
られる。

・有効性：水土保全機能の十分な発揮のための適切な施業方法等が計画されて
おり、事業の有効性は認められる。
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